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本論議の第1の課題法，青譲冨主要4

と財政状態からの経営分析をとうして把握することできbる。

第2の諜態は，上記の経営分事?の詰果;こ基づいて，

合議詑について，若干の提言をすることである。

〔関次〕

〔日課題

(2) 経営成績iこ関する経営分析

(1) 営業i民益対営業費用比率・総収益対総費用比率

φ 営業収益対営業費用比率・総収益対総費用比率

@ 背間関主要4都市水道事業の営業収益対営業費用比端・総収議対総費用

比率

1. 1守森市水道事業

2. 弘前市水道事業

3. 八戸市水道事業・八戸圏域水道企業認

4. 臨館市水道事業

(泊費用JJI1構成比率

金総費用;こ占める人件費比率・間減額欝却費比率・間支払私襲、比率

舎腎露顕主饗4都事水道事業の経費男に占める入件費詑率・

比率・関支払粍態詑芸春

経営成譲
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V -八戸圏域水道企業団

4. 

間企業機償還額対減錨償却費比率

① 企業債償灘額対減栖憤却費比率

@ 腎閑閑主袈4都市水道事業の企業債償還額対減価償却費比率
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Z 弘前市水道事業

3. 六戸市水道事業・八戸窟竣水道企業団

4. 函穂市水道事業

(3 ) 財政状態に関する経営分析

(1) 自己資本構成比率・国定負犠構成比率

φ 自記資本構成比率・罷定負債購成比事
<ID 青離種主要4都市水道事業の自己資本揮成比率・間定負積帯成比率
1. 青森市水道主葉

2. 弘前市水道事業

3. 八戸市水道事業・八戸鴎竣水道企業団

4. 蔚館市水道事業

(2) 闇定襲産構成比率

① 間定資産構成比率

③ 青函関主要4都市水道事業の臨定資産構成比率

1. 青森市水道事業

2. 弘前前水道事業

3. 八戸市水道事業・八戸商域水道企業問

4. 函館市水道事業

(4) むすびにかえて

[lJ 課題

この小論の研究対象は，地方公営企業借りとして全聞の全ての甫町村に

よって経営されてお!J，かっ，近年の都市化，工業化，地域開発化を伴う

経済発展とともに水源の約7割強を担う荷]11，湖沼等の水質汚濁が進行し

ている水道事業である。

この小論の第1の課題は，背面摺主要4都市水道事業の実態を経営成

績・財政状態からの経営分析をとうして把握することである。

第2の課題註，上記の経営分析の結果に基づいて，各水道事業に対する

経営改善合理記について，若干の提言をすることである。
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[2 経営成績に関する経営分析

(1) 営業収益対営業費用比率・総収益対総費用比率

φ 営業収益対営業費用比率・総収益対総費用比串

営業収益対営業費用詑率は，下式に示されるように，営業費用に対する

営業収益の割合を示し，営業費患が営業収益で賄かなわれているか，また，

どの謹疫の利益率をあげているかという収益性をみる代表的指標である窃

営業収益営業技益対営業費用比率口嘉義監菩xl00
営業用

すなわち，上記の算式による数億が工∞%以下であると，営業費用を営業

収益で賭かなえない不櫨全経営の経営捧であるといえる。

しかし，上記の営業収益対営業費用比率だけで損益状混を判断すること

は出来ない。なぜなら，水道事業は先行設競投資産業であり，一般的iこ総

に占める営業外費用としての支配利，患の割合が大きいという属性を有

するがゆえに，本来的に水道事業の経営活動と文払利息の関保は不可分の

ものであるからである邑

また，営業外収益として敢扱われている給水申込納付金〈加入金)(注幻

は，新規利用者の参入によって惹き記こされるであろう経費の増加を新規

利用者が前払いする制度であって，料金の変形として新出需要者負担の公

卒化を国る立場から設けられたものであ予，本来的に水道事業の経営活動

と不可分のものであるoそれ争え，加入金を含む営業外収益を考慮しない

わけははいかないのである。

したがって，水道事業の場合，営業外費用や営業外i民議を含む総収益対

総費用比率も営業収益対常業費用比率と同識に損益状況をみる上で代表的

指標である。総設益対総費用比率は下記の算式によって求められるo

総収益総収益対総費用比率出張詮筈xl00
総費用

② 青磁圏主要4都市水道事業の営業収益対営業費用比率・総収益対
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総費用比率

1. 青森市水道事業

青森市水道事業の場合，第1表iこ示されているように営業収益対営業費

用比率が飽の脊西国主要3都市水道事業と比較して極めて高い数植を示し

第 1表営業収益対営業費用詑率・総収接対総費用比率

示空1青森市
弘一11一前1.一8市8克「J1L一戸3一6圏.一4掛軍6"1函ー11ー4館.5市ヲ7 

備考〈算出方法〉

4 

昭和54年度 141.92% 

55 146.47 100.93 134.60 111. 67 

56 130.93 113.81 132.10 132.13 営業収益対営業費用比率

57 151. 98 129.52 137.30 126.21 議舗X1∞
58 158.80 134.92 145.80 123.91 

59 154.33 127.84 143.30 118.78 

60 173.72 113.48 139.00 116.44 

61 169.07 141. 47 147.30 119.20 

62 172.80 146.15 145.90 122.40 

63 164.12 125.18 140.30 120.50 

108.56 % 101.10 % 101.50 FZ 
% 

昭和54年産 97.79 

総 55 1∞.01 90.85 100.20 96.48 
収 56 83.90 102.58 99.20 112.29 総収益対総費用比率

益 57 94.28 113.00 101. 10 107.50 総収益X100 対

総
58 96.57 112.56 106.80 105.26 総費用

費 59 94. 15 103.56 104.80 100.96 

用 60 103. 78 90.98 103.60 96. 75 
比 61 102.79 107.57 106. 70 97.88 
率 62 105.52 108.32 108.80 100.00 

63 104.60 94.04 107.30 108.90 

〈桟り この褒はき青森市水道部，弘鶴市水道部の水道事業年報・水道事業会計決算議〈昭

和53年度~昭和63年度).八戸市水道部の水道事業統計年報・水道事業会計決露書〈昭

和53年度~昭和60年度L八戸麗域水道企業団の水道事業統計年報・水道事業会計決算
書〈昭和61年度~昭和63年度)，蕗館市水道局の事業標饗〈昭秘3年度〉・水道事業会計

決算審〈昭和53年度~昭締3年震〉水道統計{革主主寄生活衛生局水道環境部錨・自本水

道協会発行・昭和53年度~昭和63年度〉より作成したものである.

〈注2) 各水道事業の数値は，上水道と稽易水道の総和数値から作成したものである。

t 
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背鴎醸主要4都市水道事業の経営
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56 81. 22 54.59 67. 16 72. 19 63.9 総費用に占める人件費

57 81. 45 56.14 67.83 73.94 61. 9 比率・減錨償却費比率・

58 82.72 60.46 68.51 74.22 61. 7 支払和息比率の合計=

59 81. 88 63.37 69.71 74.68 61. 2 i謹息+概望書事60 82.46 64.61 71.20 75.48 61. 3 

61 82.66 70.92 71.51 75.01 61. 9 

62 82.06 72.29 72. 13 72盆25 61.8 X100 
63 79.03 68.44 69.67 73.34 61.3 

〈注1) この棄は，青森菊水道部。弘前市水道部の水議事業年報・水道事業会計決算審(昭

和53年度~昭和63年度)，八戸市水道部の水道事業統計年報・水道事業会計決葬蓑〈昭

和53年震~昭和60年度).八戸鶴域水道企業団の水道事業統計年報・水道事業会計決算

書〈昭和61年度~昭和63年度).調館市水道掲の事業機饗(昭和63年蜜〉・水道事業会計

決算書〈昭和53年東~昭和63年度)，水道統計〈車生省生活講生潟水道環境部蕗・日本

水道協会発行・昭和53年輩~昭和63年度).地方財政自書〈資料繍・法議用企業決算の
状況，自治省編，大蔵省印腕鳥，躍和54年痕~平成2年版〉より作成したものである。

〈註の 各水道事業の数韻は，上水道と簡易水道の訟指数舗から作成したものである。

ているo一方，総収議対総費用比率は他の青菌摺主要3都市水道事業よ P

総じて抵い数値である。特に，昭和56年度から昭和59年度までの4年聞の‘

総収益対総費用比率は 100%以下であり，この4年開は赤字経営であった

ことを三詳している。

このような営業政益対営業費用比率と総収益対総費用比率のギャップは，

第2表位示されているよう比青森市水道事業の場合，営業外費用として取

扱われている支払科患、が総費用の中で大きな割合を占めていることに起悶

している。

しかるL 将来の社会経誇情勢の推移に伴う水需要動向を踏まえつつ，

経営規模の適正化や撞設整備・改良事業の進捗度を考議して，通度の設髄

投資をすることなし支払利息や減額償却費の安本費を出来るだけ抑制し，

常iこ総叡益対総費用比率が105%以上で推移していくように経営活動をし，

経営誌弾力性をもたせていかえとければならない。

2. 弘前市水道事業

6 



膏間態主要4都市水道事業の経営

弘前市水道事業の営業収益対営業費用比率は，第 1表記恭されているよ

うに昭和国年震から昭和63年度の10年間， 100%以上を示している。一方，

総坂益対総費用比率は，上記の10年間で1∞%以下の数値を 3度も恭して

いる。

以上のような概鎮から指摘されることは，青森市水道事業と開様に営業

収益対営業費用比率が商率である訴には，総収益対総費用比率が低く，そ

れだけ，第2表に示されているようは営業外費用として取扱われている支

払利息が総費用の中である穂度の比重を占めているということである。特

iこ，昭和58年度以降，総費用に占める支払利息比率が20%以上とな札濁

増傾向にある。

しかるに，弘前市水道事業の場合，老朽醍水管の帯設替や濁水諺理工事

等の施設整備・改良事業は実施していかなければなら金いが，当面の課題

として，総費用に占める支払利息比率を20%以下iこするように慎重に設繍

投資を計画し，実識していくことである。また，水道料金改定時期と値上

げi揺を遥正かっ合理的に実接すると同時に費用の諮減に経営揚力していか

市水道事業の次に高い数植を示してな診ればならない。

3. 八戸市水道事業・八戸薗域水道企業認

八戸市水道事業・八戸圏域水道企業出俊3)の営業収益対営業費用比率は，

第1裁に示されているように昭和54年度から昭和63年度の10年間， 130% 

台から 140%台に推移しており，腎酉璽主襲4都市水道事業の中では背森

いる。

総収益対総費用比率は，上部の10年間で昭和56年度拡99.20%を示した

以外は1∞%以上を示している。

以上のような概観の数髄から判断する摂ム間水道事業・間企業団の経

営は安定的であ担，料金改定時期や寵上げ幡も適正に実麓されてきたよう

に推察されるo しかし，第3茨iこ示されているように水道料金を笹常的に

7 
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年度 区分
与口型径の〉家2のg庭予思湾m料，i主2金義Om州(内3

S当
〉

予普添市 1.790 ( 640) 

昭和54年 弘義章第 1.310 ( 590) 

(1979) 八戸市 2.320 (宮70)

iti館市 1.2∞(  6∞〉

青森市 1.7望。〈吾40)

童話季語55~ 弘前市 1.31告( 5普0)

(1980) 八戸市 2.父母( 970) 

閣総市 1.200 ( 6∞〉

予智祭主行 1，7告。( 640) 

昭和56年 主L義幸子持 1.750 ( 790) 

(1981) 八戸市 2.320 ( 970) 

望書館市 1.640 ( 840) 

安慈市 2.260 ( 800) 

lIs殺57塁手 弘前市 1.総合〈幸00)

(1告書2) 八戸市 2，850 0.200) 

iii館市 1.640 (器40)

予普量条市 2.260 ( 8∞) 

昭和58年 ~富町 市 1.980 ( 600) 

(1983) J¥. 7お 2.850 0，2∞〉

函重喜子容 1，640 ( 840) 

脊森市 2.260 ( 800) 

銀事誕59主事 弘前市 1.980 (君。0)

。総4) 八戸市 2. 850 0，200) 

話題鯨 m 1，640 ( 840) 

予普通梅市 2，9きo(1.090) 

昭和60年 以前市 1.980 ( 9∞) 

(1985) 八戸市 2.850 0，2∞〉

菌室喜市 1.640 ( 840) 

脊森市 2.990 (1，ω0) 

昭〈和1鰯61〉年
さL章者市 2.6∞ 0.150) 

八戸濁様 3.4∞ 0.430) 

凶館市 1.640 (皐40)

資森市 2.き900，090) 

昭和62年 弘，露骨市 2.600 0.150) 

(1987) 八戸君議後 3.400 (1. 430) 

E語録詰ま 1.640 ( 840) 

青森市 あ990(1.ω0) 

昭和総長手 主主様子行 2，6∞ 0.150) 

(1脅88) 八戸笛域 3.4∞ 0.430) 

書留館市 1，640 (似合〉

8 

第3書量 脊凶滋i主遣要4事雲市水道

抑 制十…〉

手flぷ水量1m.~語習

供給尊重鏑ω
〈内・銭〉

23，602.310 2.514.1詰4，346 106.52 

13，746.851 1，∞7.074.4事S 73.26 

1器.515.519 2.417，758.746 130.58 

31.411.941 2.138.769.880 68.09 

23.851，090 2香望書4.819.156 125.56 

13.962.340 1， 026. 116. 491 73.4苦

18，213.347 2.754， 205， 395 151.22 

31.259，442 2.141.221，670 68.50 

24.429.819 3.074.424.616 125.85 

14.331.078 1.402， 123.818 97.84 

18，844.699 2.830，652，主義喜 150.21 

32，α)8.758 2，942.182，事65 91.宮2

25.111，579 ゑ777.490.039 150.43 

14，692.508 1.642，507.978 111.79 

19.465.667 話.151.148.416 161.88 

32.115.680 3.αXl， 393， 260 脅'3'42 

26，111，463 4，082， 805，185 156.36 

15.263.69告 1.718.573，825 112.59 

19，毒事7.739 9，593，6悲し1悲喜 182.44 

32.654.251 3，037，737，220 93.03 

26，848.鈎1 4.165.143，2唖5 155.19 

15.961，152 1.787，799.772 112.01 

20，371，150 3，709.891.227 182.11 

93.941.07吉 3.156.655.530 93.00 

26，707，746 4，815.813.450 182. 56 

16，228.858 1，819.410.262 112.11 

20，534.617 3. 713. 170.871 180.82 

34.144.869 3，189.760き喜容器 93.42 

26.313.971 4.946，591.462 187.98 

16.024.286 2.352，012.784 146.78 

24.814.480 5，宮容5，721.625 213.41 

33，679，737 3，143.254.250 93.33 

27.072.148 5.憾4，497.758 187.81 

16.1き2.864 2.431. 854， 657 150.18 

25.272.311 5. 456， 252. 303 215.90 

34象7貯金403 3. 226， 353， 730 92. 96 

27，438.694 5， 176，632，843 188.66 

15，873.442 2.407.135.020 151. 67 

25，731.044 5. 546. 157，497 215.54 

35，396，938 3奪301.092，110 93.26 

〈注り この草壁tま，習著書謀術家i首都・~前市水道線の水浴事象.lF害車・

の*遂事業統H年報・水滋療費量余計決算書J{Il妥結3年度~総和
針決算書(~栴1年度~問削3~手塁走)，言語慾市水道路の理事業開t

f手渡).*滋樹〈厚生省金主華航潟水滋療事宮部福島自本水滋脇

〈訟:1) この度。数値は，森本滋務祭のよ-*道と鏑易水道総事詩



青函圏主要4都市水道事業の経営

事業の料金資料・職員数

原価費用〈円〉 当り給水原価司l有収ート瞬静目崎製品群
〈円・銭〉 事 都市

2.798.983.851 118.59 

1， 075. 263. 188 78.22 
93.28 

2.931.722.454 158.34 

2.291.011.385 72.93 

3. 464. 409. 787 145.25 

1.233.257.173 88.33 
98.54 

3.131.960.599 171. 96 

2.368. 286. 275 75.76 

4. 192. 049. 985 171. 60 

1.482.877. 114 103.47 
110.68 

175.89 3.314.604.841 

2.608.876.282 81. 51 

4.460.625.862 177. 63 

1.542.486.322 104.98 
122.26 

3.52喧.332.882 181.16 

2.814. 099.823 87.62 

4.635.568.346 177. 53 

1， 630. 542. 864 106.82 

3.686. 034.352 187.13 
124.99 

2.948. 132.403 90.28 

4.814.736. 063 179.33 

1.811.0∞.920 113.46 
133.54 

3.924.469.328 192.65 

3.219.247.893 94.85 

4.997.461.709 187.12 

2.135.015.209 131. 56 

3.949.982.324 192.36 
136.32 

3.390.792.202 99.31 

5.014.771. 181 190.54 

2. 256. 132. 244 140.79 

5.407.574.343 217.92 
138.∞ 

3.283.107.256 97.63 

5.166. 132.791 190.83 

2.317.148.930 143.10 

5.520.036.597 218.42 
138.40 

3.269.899.323 94.21 

5.354.179.776 195.13 

167.67 

5.730.468.203 222.71 
140.76 

3.394.341.582 95.89 

水道事業会計決算書(昭和53年度~昭稿3年度).八戸市水道部

岳0年度).八戸国按水道企業団の水道事業統計年報・水道事業会

要〈昭和63年度〉・水道事業会計決算書I(昭和3年度~昭栴3
会発行・昭和53年度~昭柿3年度〉より作成したものである.

量生儲から作成したものである.

89.82 

106.71 87.4 
93.66 

82.47 

93.36 

86.44 

118.86 82.9 
83.20 

87.94 

90.42 

73.34 

94.56 
124.18 89.1 

85.40 

112.77 

84.69 

106.49 
133.85 91. 3 

89.36 

106.62 

88.08 

136.05 91.9 
105.40 

97.49 

103.05 

86.51 

140.70 94.6 
98.72 

94.53 

98.05 

97.56 

145.63 93.6 
85.26 

94.00 

94.07 

98.66 

147.69 93.4 
104.25 

97.93 

95.60 

98.42 

147.33 93.9 
104.95 

98.85 

98.67 

96.67 

90.49 
149.54 94.1 

96.78 

97.26 

職員数

184 

93 

174 

おS

181 

95 

178 

256 

182 

98 

177 

251 
』ーーーーーーーーーーー

181 

100 

178 

249 

181 

99 

176 

244 

178 

100 

177 

251 

176 

103 

176 

244 

174 

1ω 

227 

240 

171 

103 

232 

238 

168 

103 

231 

幻7
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高く推移させてきたので，営業叡益対営業費用比率や総収益対総費用詑率

が高水準で安定した数値を示しているのである。

しかるに，恒常的に高い水道料金によって上記の両比率が高水準で安定

するというこの経営体震を改め，経営の改善・合理イちを撤底していくこと

によって，同比率の高水準・安定化~追求していくべきである。具体的に

は，第4表の現行の料金表に基づく料金制度を出来るだけ維持しながら，

一層の費用節践に努力することはもちろんのこと，経営組織の簡紫合理化，

経営管理の合理北，業務処理の効率化を推進していくことである。

4. 罷館市水道事業

函館市水道事業の営業収益対営業費思比率は，第1表iこ恭されているよ

うに昭和54年度から昭和63年度のお年間， 1∞%以上を示しているが，他

の青沼圏主要3都市水道事業よ予低率であるo

このように営業収益対営業費用比率が相対的に議率であるにもかかわら

ず，第2表に示されているように総費用に占める支払利息詑率が 16.14% 

--19.26%というように議く推移しているので，上記の10年間で昭和56年

度記一回料金改定しただけで，総収益対総費用比率が青森市水道事業や弘

前市水道事業と同稜疫の数確で為る。

しかし，昭和63年度には土地売却益によって，ょうやく総収益対総費用

比率が 100%以上を維持することができた。もしも土地売却益がなかった

ならば，昭和63年度には90%台となり赤字経営となっていた。

それゆえ，土地売却によって損益の帳尻を合わすのではなく，健全経営

の下で，総収益対総費用比率が値常的に105%以上で誰移していけるよう

な経営活動をしなければならない。

具体的には，⑦適正な料金改定を市民の協力の基に速やかに実施するこ

と，((f)総費用に占める人件費比率が第2表に示されているように40%台を

常に示し，極めて高率であるので，人件費の逓減化に積握的に経営努力し

12 



管問離主要4都市求道事業の経営

ていくととである。

{却費用別構成比率

①総費用iこ占める人件費比率・問減価償却費比率・間支払利息比率

費用iJlJ講或比率とは，経営体の一定期間の経費活動において発生した総

費患の構成比率を分折ずることによって，経営成績の状況を抱強し，

る適正費弟額と適正費用構戎のあヲ方について考察する経営分

析指標である。

水道事業は地方公営企業でまb!J ，かっ先行設備投資産業であるので，一

般的に人件費，減価償却費，支払利息、という臨定的な費用が大き

もつ。それゆえ，青函欝主要4都市水道事業の総費用に占める人件費比

率・間減価償却費比率・同支払利息比率について考察ナる。

② 背間関主要4都市水道事業め総費用に占める人件費沈率ー同減伍

償剥1費比率'間支払利息比率

1. 青森市水道事業

背森章水道事業の総費舟に占める人件費比率比第2殺に示されている

ように20%前後に推移しており，昭和63年夏は20.43%であ札全爵平均

〈昭和63年度20.6%)並である。また，

も低い数11宣を示している。

4都市求道事業の中で

一般的に年々の給与改定による人件費増加が不可避となる経営状況の下

で，このように低い数値を維持しえているのは，第3表に治されているよ

うに昭和田年援 (184名〉から昭和田年凌(168名〉までの10年間で16名の

職員削減という経営改警合理化に起因しているo

それゆえ，国水道事業は，今後も定員菅理の適正化〈注4)に経営努力し，

人件費の節減に努め，経営改善合理化を推進していくことが必要であるσ

同水道事業の総費用に占める減額憤却費比率は，第2表比三おされている

ように昭和61年産以降，わずかながら逓減額向き恭し，昭和63年度17.6%

13. 
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となり，全国平均〈昭和63年度17.0%)並となった。

同支払利皐比率も，第2表に示されているように昭和61都度以降，わず

かながち選議額向を示し，昭和63年変41.0%となったが，まだ，全国平均

〈昭和63年安23.7%)とは，かな警の差があるe

しかしながら，総費用iこ占める減イ面積持費比率，同支払利息比率の逓減

傾向は，同水道事業が設備投資比棋盤となり，企業債発行が抑制されるよ

うになってきたことを意味している。

それゆえ，このような逓減傾向が継続されていき，同水道事業の経営体

れ，経営の鍵全fちがよ F 確保されていくようはならなけ

ればなちない。

また，第2表に示されているように，人件費，減額欝却費，支払利息の

合計が総費用の80%前後占めているということは，同水道事業が経営弾力

性を有していないことを訴しているo そこで，同水道事業が自らの経営を

活性化していくためには，当面の目標として，それらの合計が総費用の70

%訟下に議選的iこ推移するようは経営努力していかなければならない。

2. 弘話市水道事業

弘前市水道事業の総費用に占める人件費比率は，第3裁に示されている

ように，職員が昭和54年度の93名から昭和63年度の 103名となって， 10名

あったにもかかわらず，第2表に示されているように，昭和63年

度の30.36だから昭和63年度の20.けだというように逓減傾向を示し，全国

〈昭和63年度20.6%)並となった昏

今後も人件費が経営活動を庄追しないように，間比率会怒く誰移させて

いかねばならない。そのためには，上記の10名の増員が同比率の逓増額向

していかないように，年令構成を考恵した経営組織の合理化を推進し

ていくと同時に職員の能力の向上を推進して，定員縮減を合めた定員管理

の適正化に努めていかなければならない。

14 



青菌醸主要4都市水道事業の経営

総費用iこ占める減描横持費比率は，第2農に示されているように昭和54

年度14.48%で，関年度の全国平均(14.0%)並であ孔その後，逓減傾

向を示していたが，昭和58苧震以降，逓増領向きと示すようになり，昭和63

年皮で20.6%を示し，間年度の全昌平均 (17.0%)より高い。

総費用に占める支払;fiJ患比率は，第2表に示されているように昭和54年

長15.97%で，同年度の金悶平均25.5%よ歩，かなり低かった。しかし，

同事業の関比率が逓増傾向きと示すようになったのに対し，全国平均誌逓減

額向を示すようにな乱詔和63年度の民事業の問比率 (27.07%)は，同

年度の全国平均比率 (23.7%)と逆転するようになった。

総費用に占める減彊償却費比率と同支払利患比率の逓増額向の理出は，

5表に奈されているように昭和56年度に最大稼動率四3.65%が示された

ことによって，昭和58年度から第4期拡張事業の施工が余儀なくされるよ

うになったことに記関する。

それ争え，第4期拡張事業の施工は必然性をもっていたので，ある経度

の荷比事の逓増額舟はやむをえないとしても，将来の水需要の漉確な予期

を再誤査した上で，今後の拡張事業は慎重に違反うられていくべきである。

また，第2表iこ示されているように，総費用に占める人件費比率・同減

値憤却費比率・同支払利息比率の合計比率が，上記の10年間で昭和62年夏

の72.29%が最高T島!J，総じて 70%以下であり，脅商霞主要4都市水道

事業の中では最低である。しかし，昭和63年援の湾事業の同合計比率の

68.44%は，同年度の金扇平均61.3%よ野高い。

ぞれゆえ，さらに問事業経堂活動iこ弾力性をもたせ活性化させるために，

当面の話標として，同合計比率が65%以下で推移していくように，甑進的

に経営改欝合理化に経営努力していくべきである。

3. 八戸市水道事業・八戸圏域水道企業団

八戸市水道事業・八戸圏域水道企業聞の総費用に占める人件費比率は，
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管西国主要2都市水道事業の経営

2表に示されているように昭和54年度から昭和63年度までわ10年間，

国平均の21%鵠後より少し高く推移している。

それゆえ，今後は，より一躍，定員管理の漉正犯を含めた経営組織の合

理北に務め，総費患に占める人件費比率を逓減することはもちろんのこと，

実繋的に年々増加している人件費の長~減に経営努力していかなければなら

ない古

総費用に占める減価鏑却費比率は，第2表lこ示されているようは13%'"'"'

16克の閉で推移してお歩，全国平場主であ雪，経営を圧迫するまでにはい

たっていない。

総費患に占める支払利息詑率比よ記の10年間--r:，第2表に示されてい

るように30%前後で推移しており，全冨平均の25%前後より高く，経営を

圧迫している。

しかし，関比率は昭和54年度に35.85%でまうったが昭和63年度には29.20

%となり，総じて灘減額向を示しているo この理出比八戸圏域水道会業

自の創設は符合させて，、八戸関域口市町村山水道事業が可能な限り設備投

資を抑制して由定負護を少なくしたこと立よって，問比率が抵減額向を示

すようになったことに起臨している。

したがって，今後は，これまで抑制されてきた第設整髄・改良事業や拡

張事業のための設欝投資が余儀なくされる傾向があるので，企業債発行は

必数的iこ多額とな!J，総費用に占める減fiffi撲部費比率や総費用に占める支

払和怠比率の逓増傾向が予懇される。

ぞれゆえ，設錆投資を慎重にして，総費用に占める滋錨償却費比率や総

費用に占める支払fJJ息比率を可能な際空母率iこして，接接撲部費や支払利

息が経営会庇追しないようにしなければならない申

また，総費用に占める人件費比率・向減部償却費比率・同支払私意比率

の合計比率は第2 されているように， 70%前後であり，青函欝主要

17 



第44巻第2号

4都市水道事業の中では弘前申水滋事業iこ次いで低いが，全国平均の61%

台よ F高く誰移している。それゆえ，この数{室から事j新する限り，同合計

比率は総費用の中で大きな比援を占めてお!)，経営を正iきしている。

しかるに，当面の目標として，弘前市水道事業と同様に，この合計比率

が65%以下で推移していくように，漸進的に経営努力していくべきである。

4. 閥館市水道事業

函館市水道事業の総費用に占める人件費比率は，第2 されている

ょう弘昭和54年度から昭和63都度までの10年間， 45%前後で推移しており，

全留平均の21%前後よ歩謹めて高梁であ札同水道事業経費を圧迫してい

る。

しかし，昭和57年度の47.93%をピークに，昭和63年度には43.62%とい

うように，わずかながら逓減傾向を示している。このことは，第3表に示

されているように，職員数を昭和54年度の258名から昭和63年度の237名と

いうように， 21名の職員を縮減してきた経営努力の結果である。

それゆえ，このような定員管理の適正化を今後も推進して，当記の目標

として同比率を30%台に下降させるようにして，同比率記よる経堂の圧迫

を緩和していき，経営に弾力性きどもたせていかなければならない。

同水道事業の総費用に占める減価償却費比率は，第2殺に示されている

ように昭和54年度の9.29%から昭和63年度の11.9%というように，わずか

ながら逓増傾向を示しているが，全国平均よ担憧常的に5%""6%低く推

移してお!)，安定している。

関水道事業の総費用広告める支払和怠比率も第2 れているよう

に昭和54年震の16.14%から昭和63年変の18.63%というように，わずかな

がら逓増傾向を示しているが，全国平均より恒常的に7%前後低く推移し

ており，安定しているo

このように総費用に占める減価償却費比率と同支払利息比率が，わずか

18 



予奇麗罷主要4都市水道事業の経営

ながら逓増傾向を示しつつ低率で、あり，安定しているのは，間水道事業は

霊史が古く，すでに拡強事業が人口増や産業経誇や社会文色の発展に照応

して第6次拡張事業〈昭和48年護~昭和54年度〉をもって，ほぽ完了し，

諸設建設型経営から隷持管理型経営となっていることに起因する。

しかし，維持管理型経営となったとはいえ，まだ，水道普及率を向上さ

せていかなければならないし，水需要に黒tt.して良質で安定した水道水を

給水するためには，記水管整額事業や浄水場施設整錆事業やその他の施設

維持管理事業等~趨工していかなければなちない。

それゆえ，総費用に占める減価噴却費詑率と同支払利息比率の逓増銀出

は，避けられないが，今後とも両比率が経営を迂迫することのないように，

総費用に占時る減価積却費比率は15%以下に抑制され，総費用に占める

払利息比率は20%前後に抑制されていくようは漠重iこ設積投資をしていく

べきである。

また，総費用に占める人件費詑率，問、波留償却費比率，同支払利怠比率

の合計詑選挙が第2表iこ示されているように75%最後であち，全国平均の61

%台より極めて高く推移してお札それだけ経営弾力性に欠けていること

を恭している。

しかるに，当記の目標として，間合計比率が70%以下となるように，特

に人件費比率が今後も建減傾向を示していくよう詑，経営努力していくこ

とが肝要である。

(3) 企業債欝選額対減額讃却費比率

①企業債償還額対減部欝却費比率

企業費償還額対減価撲部費比率は，減価龍邦費に対する企業費欝選額の

比率~示すものであち，下記の算式によって求められる。

企業績讃還額対減伍償却費比率 100 

すなわち，企業費元金の讃遼額は，減{高償持費の損益勘定留保資金で支払

19 



公益事業研究第44巻第2号

第6犠企業費議選額対減価償却費詑率

管事森市水業道 事弘前市水業道 水八道戸企醸業域開 事間館市水道業

33.57% 44.56% 26. 15% 39.74% 

55 31.17% 35. 15% 33.82% 42.23% 

56 32.15% 38.43% 44.90% 48.30% 

57 28. 28% 37.69% 53.80% 50.759五

58 33. 25% 36.14% 63.50% 54.90% 

59 40.31% 32. 18% 71. 20% 53.03% 

60 47.94% 27.45% 76.50% 51. 62% 

61 54.82% 22砂63% 74.30タ6 53.50% 

62 61. 64% 22.33% 91. 7096 139.69% 

63 70.77% 27. 21% 78.60% 54.99% 

〈注り この袈は，背森市水道部・弘前市水道部の水道事業年報・水道事業会計決算書〈昭

和53年度~昭鞄63年度)，八戸市水道部の水道事業統計年報・水道事業会計決算書(陪蒋53

年蹴~昭和60年変)，八戸圏域水道企業留の水道事業統計年報・水道事業会計決算書(昭

和61年度~昭和63年蜜)，商館市水道局の事業境要(昭和田年疲ト水道事業会計決算欝

〈昭和53年度~昭和63年度)，水道統計〈厚生省生活留さ長路水滋環境部麗・百本水道協会発

行・昭和53年度~顎和63年農〉より作成したものである。

〈注2) この衰の数{臨む各水道事業の上水道と鱒嘉文京道のまE和数値から作成したものであ

る。

われることを探知とするということである。

ところで，水道事業施設に対する需用年数(約25年から40年〉と

の讃遼年限〔資金運用部資金30年(据罷5年〉・公営企業金融公躍資金28

年〈据麗5年)Jとの関iこギャップがあ歩，借5)設備投資を全て企業費発行

によって行うと仮定すれば，上記の算式では 1∞%以上となり，減缶費却

費の撰益勘定留保資金で企業棲元金の償還を賄うことが不可能である。

しかし，褒実的には第6表に示されているように，間比率は総じて30%

台から70%合の比率で推移している。この理由は，水道事業の擁設は企業

震発行のみで設備投資されているのではなく， I水道事業の岳己資金」や

る助成金Jや「一般会計からの援助金jなどによっても設儀投

されているからであるo

20 



青函欝主要4都市水道事業の経営

いうまでもなく， IFlJ比率の数震は，出来るだけ{尽く，かっ安定的である

ことが，経営の健全性を示すことはなる c それゆえ，同比率が器く安定的

に推移していくように経営努力し，経営に弾力強をもたせ経営を健全北し

ていくこと ある。

@ 青部閤主要4都市水道事業の企業費賞選額対減価償却費比率

1. 

青森市水道事業の企業債償還額対減詰讃却費比率は，第6表に示されて

いるように昭和58年度までは30%台で推移していたが，昭和59年度以鋒逓

を示すようになり，昭和63年度では70.77;写会示すようになった。

問比率の濁増額向がこのまま推移していくならば，減面積却費の損益勘定

留保資金で企業債償還額が賠なえなくなるようになりかねなし運転資金

にも切迫するようになり，企業譲欝還のための企業費発背となりかねない。

それゆえ，できるだけ設髄投資を抑制しなければならない。しかし，ど

うしても現在や将来の水需要;こ対処するためiこ設鑓投資が不可欠である場

合には，企業震発宥をできるだけ持鎖して， r自己資金jや「盟庫による

勃成金Jや「一般会計からの援助金」によって設備投資をするべきであ

る。

2. 

弘前市水道事業の企業欝賞還額対減詰讃却費比率は，第6表に示されて

いるように，昭和54年度44.56%であったが，その後逓減傾向を示すよう

記なり，昭和63年疫には27.21%となった。

このように同比率が掻くなってきたことは，減価償却費の増加率よ予も

企業債償還額の増加率が，よ担誌く推移するようになったことを示してい

るc すなわち，設鑓投資の資金需要に対して，企業積欽存度を少しづっ軽

e減させていることを示している。

それゆえ，関比率に関する譲歩， あ担，経営の硬藍

21 



公益事業研究第44巻第2号

性は考えられず，経営に弾力性があるといえよう o

したがって，今後も同比率が抵く推移していくようむ，出来る限り設積

投資を持制しつつ，現在の議設整備・改良事業や将来の水需要のため

備投資が不可欠である場合には，その設儲投資の資金を企業債発行だけiこ

依容しないで， r自己資金Jや「国庫による湧成金Jや「一般会計からの
援助金」とのバランス設計りながち誤遣するようにすべきである。

3. 八戸水潜事業・八戸圏域水道企業開

八戸市水道事業の企業債償還額対減舘讃却費比率li，第§ されてい

るように，昭和54年度26.15%であったが，その後，逓増額向を示すよう

になり，昭和初年度には75.5%となった。ここで特筆されることは，昭和

59年震企業債発行なし，同年度企業債償還額約393，750， 000 IIJ，昭和60年

度企業債発行額70，000，000凡同年変企業債償還額約434，470，000円とい

うように，企業債発行額が少額であったにもかかわらず企業債費還額が多

額になる年援もあ雪うるということである。すなわち，このことは，従前

の企業費発行による累積器入資本金の償還をしなければならなかったこと

に起因している。

昭和61年度の 11市町村10水道事業統合による八円闇域水道企業団の同

比率は，八戸前水道事業よりも関比率の低い水道事業が統合されたことな

どにより，前年度の八戸市水道事業より若干抵くなり74.3%となった。し

かし， 62年度;こは誕前の累積措入金に対する償還額逓増額向が顕著とな夢

91.7%さと恭し，昭和63年度には78.6%に下がったが，八戸冨域本道企業団

となゅて，関比率は，総じて逓増額向を訴している。

このような状況にもかかむらず，昭和61年変746，000，000円，昭和62年

度903，000，000月，昭和63年度1，749，000，000円の企業績発行を主たる財源

として，間企業団は拡張事業を計商し;実撞している。

このように企業費発行額が累積されていくならば，興比率の逓増傾向は

22 
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益々強化され，滅価償却費の損益勘定留保資金で企業債元金償還が出来な

くなり，経営が硬直化するようになる。

しかるに，出来るだけ設備投資を抑制しなければならない。しかし，現

在の撞設整欝・改良事業や将来の求需要の拡議事業のためは設鵠投資が不

可欠の場合には，その資金調達を企業僚発行だけiこ依存しないで， r臨己

や「国産による助成金Jや「一般会計からの援助金Jとのパランス

を図りながら調漉すべきである。そして，間比率を低く推移させ，

硬直化を訪ぎ，経営に弾力性をもたせ，間企業団を活性化していかなけれ

ばならない。

4. 

商館前水道事業の企業僚憤還額対減缶憤却費比率は，第§表に示されて

いるように昭和54年度39.74%であったが，その後逓増傾向を示すように

なり，昭和63年度には54.99%となり，約15%もこの10年間で上昇した。

悶比率は，青森甫水道事業や八戸圏域水道企業団の同比率よ久良妊であ

るが，このまま遥増傾向が錐移していくなちぜ，経営が夜産イとするよう拡

なる。

しかるに，同比率の逓増傾向に歯止めがかかり，経営が硬直化しないよ

うに，出来るだけ設備投資配抑制レコつ，現布の端技整備・改良事業や将

来の木需要の拡張事業のために設信投資が不可欠の場合には，その設鑓投

ための資金調達さと企業譲発行だけに該存しないで，己資金jや「盟

よる助成金jや f一般会計からの援場金Jとのパランスを図予訟がら

きである。さらに，昭和62年度のように米償灘残高を突出した高

金額で償還しないように(浅川計四的に償還して問比率を出来るだけ一定

的にして，安定した経営活動を遂行するようにしていくべきできる。

持
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[ 3 J 財政状態に関する経営分析

(1) 自己資本構成比率・爵定負漬構成比率

① 自己資本構成比事・固定負議構成比率

水道事業は，企業債発行による借入資本金が訟資本の中で大部分を占め

ている経営体である。それゆえ，一般的に資本費によって樟常的に経営が

圧迫される鎖向をもっ経堂体である。

したがって，総資本に対する昌己資本の割合が大きくなると，それだけ

資本費が小さくなり，経営を安定させることむなるので，一般忍企業と担

様に地方公営企業としての水道事業も吉己資本の造成借りを必要とするこ

とはいうまでもない。

自己資本構成比率は，総資本iこ対する自己資本・剰余金の割合であり，

下記の算式によって求められる o

一自己安本十剰余金自己資本講成比率1=11......i~~ ..... '~.J7J" .lU. X 100 
総資本

間比率は，単に水道事業の資本構成がどのようになっているかを調べる

だけでなく，持来にわたって水道事業が自主性をもって安定した経営を遂

していくための自己資本の造成に資する指様である。

固定負債構成比率は，総資本に対する国定負債・悟入資本金の割合であ

札下記の算式iこよって求められる。

…悶定負横十告入資本金間定負策構成比率一 x100 
総資本

間比率が大きければ大きいiまど資本費が大きくなり，経営を硬直記させる

傾向が強くな札経営の自主性が財務函から出来なくなる額向が強い。

それゆえ，水道事業が地方公営企業であるといえども，同比率が60%以

下で推移するように経営努力し，経営の自主性が関られるようにしなけれ

ばならない。また，水道事業は先行設繍投資産業であるがゆえに，間比率

から当該水道事業の他人資本法存護老推察することができる。
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1. 

青森市水道事業の議

青函園主要4都市水道事業の経営

自己資本構成比率・閤定負債構成比

昭和54年度10.57%であったが，その後，

7表に示されているように，

を示し，昭和63年度に

は19.13%とな!J，自記資本の充実を着実に進行させている。しかし，畏比

率が逓増摂向を示しているといえども，昭和63年度現在で全盟平詩 (42.8

%)の半分以下である。

それゆえ，

ように自

営財務上の硬叢化を緩和させ，

なちない。

昭和54年安から

推移している。

昭和63年度には54.3%となり，

それゆえ，上記の数値と第2

として，再比率が25%.I2J.上となる

していか君主ければなもない。そして，経

もたらすようにしなければ

ア れているように，

80%台というように掻めて高く

昭和54年度の66.4%から

を来している。

は占める文払利息比率から指摘

されるようは，青森市水道事業は依然として経営が硬直的であることを示

しており，資本構成の体質改静にもっと積機的に経営努力すべきであると

思われる。一方，全国平均は資本構成の体質改替を着実に進行させ，財務

面から経営の自主性を促進させている。

したがって，同水道事業は，

息比率を逓減させ，

tこ占める支払利

し，経営に活性牝をもたら

すように，出来るだけ設儲投資を持制していかなければならない。また，

現在の施設整錆・改良事業や将来の水需袈に対応するために設鵠投資が不

可欠である場合には，企業債発行に出来るだけ依存しないで， r自己資金J
25 
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第7饗 自己資本構成比率・罰定負債構成率・闇定資産構成比率

主計|融市 函帥ト吋 儲 考

昭和54 10.57% 2:7.05% 1.7% 24.65% 

J噌!鎚55 12.51 25.29 2.8 23.69 2:7. 

56 11.30 25.58 3.3 26.40 29. 

57 12.02 22.86 4.8 2:7.49 30. 

58 12.79 22.90 6.9 27.01 35. 

59 13. 19 19.49 9.5 24.32 36.0 Ix 100 
60 14.60 20.00 10.8 24.40 37.9 

61 16.08 18. 71 12.8 24.00 39.6 

62 17. 73 17.93 14.7 25.80 41. 2 

63 19. 13 16. 16 17.5 26.60 42‘8 

54 83.33% 67.07% 94. 7% 71. 50% 66.4% 

55 86.01 71.66 94.1 72.32 66.3 

56 87.39 71. 28 93.4 70.95 65.5 

57 87.26 71. 74 93.6 70.38 64. 7 
|盟主一負一積〆mト資借本入資一本金一

58 86.54 73.47 91. 4 70. 76 70.9 

59 86.25 76.13 89.5 71. 38 60.6 x100 
60 84.67 77‘95 88. 1 74.35 58.9 

61 83.35 79. 15 85.2 74.70 57.3 

62 81. 70 77.09 83. 1 72.50 55.8 

63 80.26 80.56 80.9 71. 70 54.3 

54 94.17% 86.40% 97.1% 95.38% 91. 3克

55 95.89 91.35 97.9 95.40 92.1 

56 97.55 89.63 97.6 94.73 92.2 

57 97.74 83.02 97. 7 93.47 91. 9 

58 97.07 86.98 97.0 92.17 90.3 ザ固蕗定資資産産X100
59 96.94 86.91 97. 7 90.46 90.3 

60 96‘14 92.28 98.3 94. 19 89.9 

61 95. 71 91. 67 95.9 95. 10 89.8 

62 95.06 87.61 95.6 94. 70 89.2 

63 94.25 90.00 95. 1 92. 70 88.9 
一一

(注り この棄は，青森市水道部・弘前市水道部の水道事業年報・水道事業会計決算書(昭

和53年喪~昭和63年度)，八戸市水道部の水道事業統計年報・水道事業会計決葬警(昭和53
年度~昭和60年度)，八戸題域水道企業聞の水道事業統計年報・水道事業会計決算書(昭
和61年度~昭和63年度)，函館市水滋烏の事業規要〈昭和63年度〉・水道事業会計決算書
(昭和53年度~昭和63年震)，水道統計〈摩生省生活需生島水道環援部議.E本水道協会発
行・昭和ら3年度~昭和63年度〉より作成したものである。
〈注2) この衰の数億は，各水道事業の上水道と簡易水道の総和数値から作成したものであ

る。

26 
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や「国産による助成金Jや f一般会計からの援助金jを十分に活用できる

経営政策を見出すべきである。

2. 弘前市水道事業

弘前市水道事業の自己資本構成比率は，第7表iこ示されているようは，

昭和54年度27.05%であり，全国平均の27.2%とほぼ関率であったが，そ

の後，逓減傾向を最し，昭和63年援には16.16%となって，同年の全国平

均の42.8%とはかな哲の開きがある。すなわち，全国の市町村の水道事業

が資本構成の体費改善記経営努力して自己資本構成比率を向上させている

のに対し，弘前市水道事業の場合，資本構成の律質改欝に経蛍努力するこ

となく，経営の硬直化を強めているということである。

弘前市水道事業の直定負債権成比蔀は，第7表に示されているように，

昭和54年度67.07%(全盟平均66.4%)で為ったが，昭和63年度には80.56

%(全龍平均54.3%)とな担，全国平均の逓減額向とは正反対に逓増額向

を示している。

このことは，間水道事業の総費用に占める支払利恵比率は昭和54年度

15.97%であったが，昭和63年度には27.07%というように逓増額向きと示し

ていることから推察されるように，第2表の総費用に占める支払利息比惑

にも顕著に表われている。すなわち，間定負債構成比率と総費用は占める支

払利息比率とが，数{底的に密接な相関関採を有しているということである o

しかるに，青森市水道事業の場合と需接に間水道事業は，出来るだけ設

備投資を抑制していかなければならない。しかし，どうしても経営活動を

遂行する上で設備投資が不可欠である場合には，企業僕発行等の間定負債

に出来るだけ依存することなく，告己資金等の別方法による資金調達方法

を見出し，自己資本の充実に努め，経営緯全信を促進していかなければな

らない。

それゆえ，同水道事業は，当面の具体的数笹目標として，自己資本構成

41 
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比率が20%以上になることと，闘定負債構成比選挙が60%以下になることを

目指して経営努力していかなければならない。

3. 八戸市水道事業・八戸翻域水道企業団

で)，八戸間域水道企業団〈昭和61年度

以降〉の自記資本携成比率は，第7表に恭されているように，昭和54年度

1. 7%，昭和的年度10.8%，昭和61年度12.8%，賠和63年度17.5だという

ように逓増額向を示しているが，昭和63苧度の全国平均42.8%とは大きな

開きがある。それゆえ， していることが推察される。

しかるは， 自 関空，経古体震を強記して経営の鐘

全性の議集iζ経堂努力しなければならない。

八戸市水道事業・八戸欝域水道企業団の器定負質構成比率は，第7表iこ

示されているように，詔和54年度94.7%，昭和60革度88.1%，昭和61年度

85.1%，昭和63年度80.9%というように遊減棋向を恭し，資本構成の体質

改善の方向iこある。このことは，第2農の総費用に占める支払利息比率が，

昭和54年度の35.85%から昭和63年度には29.20%となり，経営の硬直イじを

殺和させたことと軌を-，こする。

しかし，固定負債構成比率が上部のように逓減偶向を示すようになった

とはいえ，昭和63年度現在で金問平均54.3%より大幡に高い。

それゆえ，間企業聞は，経営改静合理化を徹底することにより，経費節

減に努めると同時に企業債発行待の岡地負債による設備投資を徹底的に抑

制し，同比率を低くして経営の体質合強化していくべきである。

間企業団の場合，当面の具体的数値悶楳として，弘前市水道事業と問様

に，自己資本構成比率が20%以上になるように，留定負穣構成比率は60%

以下になるように経営努力しなければならない。

4. 酉館市水道事業

重鎮子宮水道事業の自己資本撲成比率札第7 れているように，

怒
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昭和54年度から昭和63年震までの10年間， 25%前後で推移しており，大き

な変記iまない。

また，同水道事業の爵定負債構成比率も筋7

上記の10年間， 72%前後で推移しており

と軌をーにする同事業の総費用に占める

いるように18%前後で、推移しており変化はない。

されているように，

い。したがって，問比率

も第2表に示されて

すなわち，問水道事業のこれらの数値を概観する限札全国の水道事業

が，経営に自主性，活性化をもたせようとして，自記資本構成比率の逓増

や器定負讃構成比率・総資本に占める支払利見上と患の溺減に経営勢力して

いるのに対し，間水道事業は，

っているようである。

それゆえ，毘水道事業は経営の律質改善のため誌，自

逓塔fとと器定負費講成比率・総費用に占める

的に取組んで、いくべきである c

し怠

当面の具手本的数寵冒標として，間水道事業の場合， 自己資本構成比率が

3.0%台になることを自指し，居定費構成比率は60%台に下降するように経

営努力することである。

(2) 間定資産構成比率

① 間定資産構成比率

悶定資産構成比率は，総資産の中で国定資産がど

いるかを恭す指標であり，下記の算式によって求められる。

思定資産構成比率=(自定資産÷総資産)X100

市めて

一般に公益企業は先行設錆設資産業といわれているだけに，製造業の私

予も同比率は高い。しかし，水道事業試公益企業できりるとはいえ，

間比率が笹けれ話器いほど，財政状態に涜動性があることを示し，それだ

け経営に余誌があることを意味している。

2~ 
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問比率の全悶平均は，第7表に示されているように，昭和50年代には91

Z前後で推移していたが，昭和60年代以降80%舎を示すようになり，

の選減額売を示すようになってきた。このことは，木造事業の財政に流動

性をもたせ，すfJ:わち，総資産の中に流動資産の書11合を期進的に逓増化し

て，経営の自主性・活性化の強化を図っていこうとする経営努力の兆を示

している。

② 青函闇主要4都事水道事業の回定資諜構成比率

1. 

青森市水道事業の開定資産審成比率は，第?表iこ示されているように，

昭和54年度から昭和田年蔑までの10年間， 96~訴前後で推移しており，

(90%前後〉より恒常的に高く，青問問主襲4都市水道事業の中でも

八戸圏域水道企業団に次いで高く推移している申

このことは，同水道事業の財政状態が硬在していることを示してお勢，

間水道事業経営が流動性に欠けて運転資金に余搭がないことを示している。

それやえ，同水道事業の場合，当面の具体的数慌目標として，

90%以下となるようは設備投資を抑制し，運転資金に余裕のある経営とす

べきである。

2. 弘前市水道事業

弘蔀市求道事業の器定資産講成比率は，第7表に示されているよう iム

昭和54年度から昭和63部度の10年開を概観する限り， 83.02だから92.28%

の問で推移しておりー交をしていないが，青間閣議喪4都市水道事業の中で

低く推移しているo

一般に水道事業は月々の料金収入が耕入されるので，資金操りにはそれ

捻ど摺窮しないといわれている。しかし，関比率が90%訟上の年度には，

財政状態が五更亘化していることは事実である岱

それゆえ，同水道事業の場合，向比率が恨常的に90%以下で推移するよ

:30 



うに，設備投資と

む、。

3. 

り

育園圏主要4都市水道事業の経営

して経営活動していかなければならな

-八戸関域水道企業団

e八戸関域水道企業団の閤定資産構成比率は，第7

示されているように，昭和54年設97.1%，昭和60年度合8.3%，

95.9%，昭和63年度部.1克というように全昌平均 (90%前後〉よ型

iこ5%""'8

総資産に対す

いるo

4都市水道事業の中で最も高い。それゆ

く，それだけ財政状惑が硬車生して

しかし，同比率が昭和60年度の98.3%をピークに透減額向を示すように

なった。このことは，昭和61年護以降，八戸圏域水道企業団と

合化されたことによって，その全体計商を推進させるための財源と

庫補助金や県費補助金や構成団体出資金などの資金が導入され，

が増加したこと 。すなわち，同比率のこの逓減傾向は，

カによるものでなく，外部からの補助金等によってもたらされた一時的現

象である o

それゆえ，

自は経嘗努力して，

して，

べきである 0

4. 

よって廷くなるようは，

Fを円語iこしていかなければならない。そ

詩標として，需比率が90%以下に推移するようは，

・実慈し，経営;こ弾力投をもたせていく

函館前水道事業の間定資産構成比率は，第7表記示されているように，

90.46%~95.10%の開で推移しており，育関関主要 4都市

は弘前市水道事業に次いで低率である。しかし，櫨常的に

く90%前後)よりも高く推移している。
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同水道事業の控史が古く，すでに大規模な拡張事業は完了しているにも

かかわらず，間比率が高いという原器は，料金改定が適宜でなく，↑章常的

に低廉な水道料金であり，流動資産の流入が少ない経営状況の下で，良質

で安全な水道水を安定して供絵するための施設整髄・改良事業に設鋪投資

しなければならないからである。

それゆえ，問水道事業は，適正な料金改定舗や適正な改定時期に記意し

た料金改定を実描して，料金坂入増による流動資産の流入を図札閤定資

産構成比率を可能な限り低くして，財政状態が摂直犯しないように経営活

動きとしていくべきできbる。

[4J むすびにかえて

これまで，膏盟関主要4都市水道事業の現状について，経営成績・財務

状態の視点から経営分析し，その経営分析に基づいて，各水道事業に対す

る経営改善合理化について，若干の私晃を述べてきた。

以上の経営分析ととの経営分析に基づく若干の私見をとおして，青罰鼠

4都市水道事業lこついて第1に指摘される点、は，第2表に完売されてい

るように，青留置主要4都市水道事業の総費用に出める人件費比率・問減

髄償却費比率・同支払利息比率の合計比率が全国平均 (61%前後〉よりも

く推移しており，経営弾力性に乏しいということである。

それやえ，各水道事業は自らの経営を活性北するために，当面の数値目

壊として，昭和63年度現在の間合計比率が70%玖上の青森市水道事業と函

館市水道事業は70%以下に， 65%""'69%の弘前市水道事業と八戸摺域水道

企業団は65%以下に推移するように瀬進的に経営努力していくべきであるo

第2~こ指摘される点は，青函盟主要 4都市水道事業だけでなく全ての水

道事業に当てはまるととであるが，水道事業施設に対する酎用年数〔約25

年~約40年〕と企業僕償還年限〔資金運用部資金初年〈据置5年)，公営
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企業金融公輩資金28年〈据量5年)Jとにギャップがあるので，設髄投資

を全て企業債発行によって行うと仮定するならば，減{酪欝去II費の損益勤定

留保資金で企業費元金の賞選額を賭うことが出来ないということが生じい

るとうことである。

行政指導〈昭和32年12月，厚生事務次官通知「水道法の施行についてJ)

では，起債賞選額が減部償却額を超えるときは，・差額を料金に算入するこ

とを認めているが，料金設定原則である総括原稿主義に反するだけで会く，

水道事業関に大きな料金格差を生じさせることになるので，企業憤僕還期

限を制捜的に延長して，耐用年数と間期限とを一致させることが速急に確

立されなければ会らないということである。

3に指濃される点は，第7表に示されているように育関間主要4都市

水道事業の自己資本構成地率が全国平均よ予もいづれもかな歩抵く，企業

震発行等による借入資本金が総資本の中で大きな比重を占めて，第2

示されているように総費用に点める支払利息比率が高く，支払利息という

資本費が経営を圧迫しているということである。

すなわち，育関盟主要4都市水道事業の給水需要の趨勢は，全震の水道

事業と同様に，産業の新興，生活水準の向上，下水道終末処理強設完成に

よる水洗便所の普及，地理的条件の悪い来給水地域への水道普及，郊外地

の宅地開発等により，いくら有効率(注8)を向上させても，長期的には第8

されているように年間総記〈給〉水量設いし年県総有効水量が還増傾

向にある。

それゆえ，新規水源施設，浄水場施設，送水施設，配合会〉水施設等の拡

張事業や擁設整議・改良事業を青函盟主要4都市水道事業は，給水需要の

趨勢に狩合させていかなければなちなかったし，今議も継続していかなけ

ればならない。

したがって 2 このような拡張事業や施設整備・改員事業を籍工するため
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に，青函扇主要4都市水道事業は，全国の水道事業と同様に，その資金調

達の大部分を企業貨発行に依存したので，支払利息や減価償却費という

本費が各水道事業経営を圧迫したのである。

このような経営傾向は，育園閥主要4都市水道事業はもちろんのこと，

全国の大部分の水道事業にもみられる。なぜなら，水道事業は，撞めて先

行投資を存する経営体であるからでまうる。具体的にいうならば，これまで

大部分の水道事業は，地下水，河川表流水，伏流水を主たる水源としてき

たのであるが，近年の水需要の増大や水減水質の保全に対応した水資掠を

擁保するため，監額の建設費を伴うダムに新規水源を依存せざるをえなく

なってきたからである。

いうまでもなく，これまで公益企業としての水道事業は，その態設・経

営に要する経費を水道料金で踏会うべきであるという独立採算制を原則と

して経営されてきた。

しかしながら，これからの水源擁設としてのダム態設には，日額の資金

を必要とするばか予でなく，環境保全開題や補撲開題等が必ず派生し，そ

れを解決するためは註，既存の市町村単位の水道事業だけでは対処しきれ

なくなってきた。加うるに，水道がナショナノレ・ミニマムとして

認されている現在，ダムのような芭額の建設費を伴う水源施設が後世の地

域住民にも継続して利用されていく社会資本であるという認識が強まって

いることからも，その建設費を政府と当該地方公共団体が全額ないし半額

負担するという公費負担明確化の制度化を，積極的に検討すべき段階にき

ているといえる。

当然の事ながら，仮に上記の制度化が確立されたとしても，各水道事業

の拡張事業・筋設整舗改良事業の計画・実施にさいしては，社会 e経詩情

勢等の将来予測を踏まえ，水需要の動向を的確に詑撞し，投資規模の適正

化，施工進捗度の調整等に十分配意して，慎重に行なわれなければならな
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いことは，言うまでもない。

また，日常の水道事業経営の活動においては，従前どお札経営改静合

理イとを擢悲し，コスト上昇を趨力抑制し， r彊産による助成金Jや「…般

会計からの援助金Jに依帯しない告主経営を確立していかなければならな

し、o

かくして，むすびにさいして，私は以上の3点について特に指携し，そ

の経堂設警策について述べてきたが，これらのことは，“苦うは易く行う

は難し"でまちる。なぜなら，水道事業は，以下のような異性〈ゆφ@)を

もっているがゆえiら“親方日の丸"的な意識が組織全体に有しているから

である。

@公共性と企業性を同時に成就させなければならない公営公益企業である

こと。

e先行設鑓投資産業対あ予，その設備のほとんどを企業債に依存せざるを
えないこと。

。地域独占事業であ担，市場経済で経費活動がされてい金いこと。

しかし，当該水道事業内に業績評価を行う合理的・民主的システムを作

り，内部講或員に具体的に昇進や給与という形でアィ-~・パックするよ

うにしたならば，期進的に組織が活性化し，経営の健全化につながってい

くであろうと思われる。〈完〉

〈注1) 議方公益企業の内容については下記の文献を参照。

。拙著， IF現代宮本の企業形態』自数寄爵，昭和59年， 238-239束。

C拙稿， iわが習の公益企業の範囲(S)Ju文経論叢J第25巻第1・2合静払弘前
大学人文学部，平成2年， 29-35真。

〈住2) 加入金に関して，襲爵礎教捜註，会計学の立場から下記の論文の中で，加

入金a=資本剰余金として会計処理するのではなく，前受i反議として余計処理する

ペきであるという晃解金吊している。

酪醐聡稿 ii水遊加入金口前受収議J説の検証と 『公益事業研究J第

30場第2号，公益事業学会，詔和53年12月， 81一%寅。
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寺患晃洋教授は下記の著書の中で，加入金の理論的性格が明議でないので，加

入金制度を安議死させるべきであると主張している。

寺思晃洋著， Ir日本の水道事業』東洋経詳新報社，昭和初年， 179-189頁。

〈注3) 昭和57年，八戸歯域14市町村〈八戸市，百石町，下関昨，六戸町，五戸町，

名川町，高部町，三戸町， i富輝村，皆上宮r，福地村，田子町，新郷村，倉石村〉

主主，持来の水資源の確保を問的として，八戸臨域水道事業促進協議会を結成した

ことによって，八戸麗域水道企業団への具体化への途が開けた。そして，間協議

会が独語に「八戸圏域水遊撃鐸基本計蕗調査jを実越した結果，昭和58年7月に

下記のような合意を得た。

。共同で水源開発〈世増ダム〉を行う。

争末端給水裂の広域水道事業を行う〈笹子町，倉石村，新癖村の3町村は水嚢

検査のみ参加〉。

その後，昭和59年9月，八戸麗域14市町村は青森県に「整鑓計画」の策定を要

請し，青森県では昭和60年10月「八戸麗域広域的水道整備計画Jを策定し，次の

ような慕本方針を示した。

φ 経営形態は，既存水道事業を統合し，末端給水型広域的水道事業とする。

@ 今回統合する水道事業体は，新規水掠の開発が罰難であるため，世増ダムの
開発水量を亨受する必要性に追られている11市町村で構成する。

③ 田子町，倉高村，新郷村の3町村は，既存水量も比較的整寓であることなど

から，現状の体制で維持管理を行い，推移を見ながら将来整備統合を設討する。

上記の f八戸罷域広域的水道整備計輯j を基本に，圏域11市町村は， 10水道事

業〈八戸市水道事業，五戸町木道事業，糠部上水道企業団，南鄭村鳩陪地区簡

易水道事業，福地村羽黒・抗木地区槙島水道事業，奥入潜水道企業自，高郷村

市野沢地区簡易水道事業，馬謂水道企業団，名)11町南地百三額易水道事業，蕗上

町水道事業〉を握止統合し，昭和61年 1月青森県知事から企業設立の許可を持

tr..o 

そして，昭和61年3月25詩車生大陸の経営認可を得て，間年4月1誌から

f八戸摺域水道企業間Jとして経営が開始された。八戸罷域水道企業団顧『水

道事業統計年報3昭和63年度，八戸霞域水道企業開総選第諜，平成光年 1賞。

〈注4) 定員管理の連正については，下記の著書を参頭。

井上孝男著， Ir公営企業〈現代地方摂政講産5).JJぎょうせい，昭和61年， 38貰。

〈註5) 桝原勝美箸.rr地方公営企業の経営〈現f宅地方昌治全集号).JJぎょうせい，
昭和52年， 164頁。

〈注6) 昭和62年度の困館市水道事業の企業農積濯額対減価憤却費比率比 139.69

%を示してお札突出した高数鍍を恭している。この理出は，j自陣送肥木設構事
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業にさいして発行された企業憤の借入金の来償還残高約3億7，205万円(昭和52

年度発行分残高約2，020万円，昭和53年度発行分残高6，700万円，昭和54年度発行

200万円，昭和55年度発行分残高約1億2，648万円，昭和56年度発行分残

637万円〉を，昭和62年度に一括して金額償還したことに組閣している。

〈法7) 白日資本の造成については，下記の論稿を参照。

拙稿， r公益企業の料金設定一わが留の公営公益企業を中心として-J[J博報告の
遊臆と企業経営』経営学論集第57集，千倉書房，昭和62年， 132…137真。

く注8) 宥恕j水量とは，当該水道事業の結水した水量杭

しかるに事効率とは年男総記水量応対する

参考文献・資料

(1) 『水道事業年報』 昭和53年麗~昭和63

(2) f水道事業年報』 昭和53年度~昭和63

年度

(3) r水道事業統計年報』 昭和53年度~昭

(4) 昭和61年

(5) 昭和53年変

(6) f水道統計3 昭和53年震

的 自治議録， [J地方財敦白書i大薬害印挺罵発行，認和54年凌寂~平成会年護絞

誠実f語、法人地方蕗f会議会緩 f遠方公営企業の経営分析に関する研究j

思和54年3月

〈付きと〉 本棋は，平成4年度〈第1由〉公益事業学会北講道・東北部合〈於:東

4年9JJ 22日〉で発表した報告原稿を加筆，訂正したものである。

なお，本研究にさいしての資料提供を，心よく引き受けて下さいま

八戸圏域水道企業団，函館市水道部に対して摩く

表します。とくに，本研究の資料調査のさいに貴重な御教示をして下さいました弘

前市水道部経理係長の工藤英樹様には，この場をかりで心からお礼を申し上げる次

第である。有り得ペ会誤りは，全て，著者の責に帰するものである。

39 


